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国立大学改革の流れ

【第１期中期目標期間】
・平成１７年 中央教育審議会「我が国の高等教育の将来像（答申）」

「国立大学には、例えば、世界最高水準の研究・教育の実施、計画的な人材養成等への対応、大規模基礎研究や

先導的・実験的な教育・研究の実施、社会・経済的な観点からの需要は必ずしも多くはないが重要な学問分野の継

承・発展、全国的な高等教育の機会均等の確保等について政策的に重要な役割を担うことが求められる」

「地方の高等教育機関は地域社会の知識・文化の中核として、また、次代に向けた地域活性化の拠点としての役割

をも担っている」

【第２期中期目標期間】
・平成２５年 ミッションの再定義

研究水準、教育成果、産学連携等の客観的データに基づき各大学の強みや特色、社会的役割を整理・公表

⇒ 大学のミッションに応じ、地域連携機能の強化等を推進

・平成２５年 国立大学改革プラン
ミッションを踏まえ、改革を改革加速期間中に実施する大学に対し、国立大学法人運営費交付金等により重

点支援

【第３期中期目標期間】
・平成２８年～

国立大学法人運営費交付金において、地域貢献、専門分野、卓越性の３つの重点支援枠を創設

・平成２８年 国立大学法人法一部改正
指定国立大学法人制度を創設。

資産の有効活用を図るための措置。（寄附金等の自己収入の運用範囲を拡大）

・平成２９年 指定国立大学法人の指定（東北大学・東京大学・京都大学） 2



• 平成１１年４月 閣議決定
国立大学の独立行政法人化については、大学の自主性を尊重しつつ大学改革の一環として検討

し、平成１５年までに結論を得る。

• 平成１３年６月 文部科学大臣「大学の構造改革の方針」
国立大学の独立行政法人化については、大学の自主性を尊重しつつ大学改革の一環として検

討し、平成１５年までに結論を得る。

• 平成１４年３月 調査検討会議
新しい｢国立大学法人｣像について最終報告。

• 平成１４年６月 閣議決定
国立大学の法人化と教員・事務職員等の非公務員化を平成１６年度を目途に開始する。

• 平成１４年１１月 閣議決定
競争的環境の中で世界最高水準の大学を育成するため、「国立大学法人」化などの施策を通して

大学の構造改革を進める。

• 平成１５年７月 国立大学法人法成立

• 平成１６年４月 国立大学法人化
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国立大学法人化の経緯



①大学ごとに法人化し、自律的な運営を確保

②「民間的発想」のマネジメント手法を導入
・「役員会」制の導入によりトップマネジメントを実現
・全学的視点から資源を最大限に活用した戦略的な経営

③「学外者の参画」による運営システムを制度化
・「学外役員制度」を導入
・役員以外の運営組織にも学外者の参加を制度化
・学外者も参画する「学長選考委員会」が学長を選考

④「能力主義」人事を徹底 ⇒ 「非公務員型」へ
・能力・業績に応じた給与システムを各大学の責任で導入
・事務職を含め学長の任命権の下での全学的な人事を実現

⑤「第三者評価」の導入による事後チェック方式に移行
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新しい「国立大学法人」像について
新しい「国立大学法人」像について
（平成１４年３月２６日）



重要事項について
議を経て学長は決定

教育研究に関する
重要事項を審議
【学内者で構成】

経営に関する
重要事項を審議

【学外者が過半数】

経営協議会 教育研究評議会

学長

議長として主宰 議長として主宰

代
表
者
（学
外
者
）

代
表
者
（学
内
者
）

原則、学外者と学内者同数で構成

学長選考会議

基準に基づく選考
業務執行状況の確認

役員会

理事
（学外）

理事 理事

学
外
者
の
参
画

監事

監事

文部科学大臣 国立大学法人評価委員会

国立大学法人の業
務を監査

国立大学法人の
業務を総理

学長を補佐し、業
務を掌理

国
立
大
学
法
人

・評価
・中期目標提示、中期計画認可
・学長、監事の任命

・中期目標原案、中期計画作成
・学長候補者の申出

国立大学法人におけるガバナンスのあらまし
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第３期中期目標期間
（平成28年度～）

第２期中期目標期間
（平成22～27年度）

法人化の長所を生かした改革を本格化

第１期
中期目標期間
（平成16～21年度）

新たな法人制度
の「始動期」

平成２８年度平成16年度 平成２２年度 平成２５年度

《国立大学法人化の意義》

・自律的・自主的な環境の下で

の国立大学活性化

・優れた教育や特色ある研究に

向けてより積極的な取組を推

進

・より個性豊かな魅力ある国立

大学を実現

国立大学経営力戦略

「社会変革のエンジン」として
知の創出機能を最大化

改革加速期間
・グローバル化、
・イノベーション創出、
・人事・給与システムの
弾力化 など

国立大学改革プラン
（平成25年11月）

自主的・自律的な改善・
発展を促す仕組みの構築
強み・特色の重点化
グローバル化
イノベーション創出
人材養成機能の強化

ミッションの
再定義

大学改革実行
プラン
（平成24年６月）
社会の変革のエンジン
となる大学づくり
・大学の機能再構築
・大学ガバナンスの
充実・強化

国立大学法人
スタート

《国立大学を取り巻く環境の変化》
・グローバル化
・少子高齢化の進展
・新興国の台頭などによる競争激化

機能強化の推進
・地域貢献、専門分野、卓越性等３つの重点支援枠
・学長裁量経費の導入
基盤的経費の確保・資産の有効活用等
・平成２８年度予算運営費交付金対前年度同額
・学生への修学支援事業に対する国立大学への個人
寄付への税額控除導入（平成２８年度税制改正）

・土地等を第三者に貸し付け（国立大学法人法改正）
・寄付金等の運用対象の拡大（国立大学法人法改正）

未来の産業・社会を支えるフロンティア形成

持続的な“競争力”を持ち、高い付加
価値を生み出す国立大学へ

 指定国立大学法人制度を創設し、文部科学大臣が指定す
る国立大学法人については、世界最高水準の教育研究活
動が展開されるよう、高い次元の目標設定に基づき大学
を運営（国立大学法人法改正）

 世界最高水準の教育力と研究力を備え、人材交流・
共同研究のハブとなる卓越大学院（仮称）を形成

 優れた若手研究者が安定したポストにつきながら、独立
した自由な研究環境の下で活躍できるようにするため、
「卓越研究員」制度を創設

国立大学法人化以降の流れ
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○ 各大学の強み・特色を発揮し、機能強化の方向性に応じた取組をきめ細かく支援するため、国立大学法人

運営費交付金のなかに「３つの重点支援の枠組み」を創設

第3期中期目標期間における国立大学改革

重点支援① 地域のニーズに応える人材育成・研究を推進（５５大学）

重点支援② 分野毎の優れた教育研究拠点やネットワークの形成を推進（１５大学）

重点支援③ 世界トップ大学と伍して卓越した教育研究を推進（１６大学）

○ 全86国立大学が策定した298の「戦略」において、2,000項目以上の評価指標（KPI）が設定され、

PDCAサイクルの確立に向けて努力

第３期中期目標期間を通じたビジョン

戦略①
評価指標

戦略②
評価指標

戦略③
評価指標

取
組
Ａ

取
組
Ｂ

取
組
Ｃ

取
組
Ｄ

取
組
Ｅ

取
組
Ｆ

○ 機能強化を実現するための「ビジョン」、「戦略」及びその達成状況

を把握するための「評価指標（KPI）」を各大学が主体的に作成

地域や産業界のニーズを踏まえ、
平成２３年度以降で全体の約４割
の学部(学科)が改組改編

36%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

見直しされた学科のシェア

平成２２～２９年度に廃止・転換された学科

○「戦略」の構想内容や進捗状況、評価指標（KPI）等を対象に、毎年度、外部有識者からの意見を踏まえて文部

科学省において評価を行い、運営費交付金予算の重点支援に反映

国立大学の組織見直しの状況（学科レベルにおける組織見直し）

各国立大学が地域や産業界のニーズを
踏まえ、自らの強み・特色を発揮した
教育研究を行うための組織再編が一層加速

国立大学法人運営費交付金改革による国立大学改革の促進
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【重点支援②】 【重点支援③】

北海道教育大学 名古屋工業大学 筑波技術大学 北海道大学

室蘭工業大学 豊橋技術科学大学 東京医科歯科大学 東北大学

小樽商科大学 三重大学 東京外国語大学 筑波大学

帯広畜産大学 滋賀大学 東京学芸大学 千葉大学

旭川医科大学 滋賀医科大学 東京芸術大学 東京大学

北見工業大学 京都教育大学 東京海洋大学 東京農工大学

弘前大学 京都工芸繊維大学 お茶の水女子大学 東京工業大学

岩手大学 大阪教育大学 電気通信大学 一橋大学

宮城教育大学 兵庫教育大学 奈良女子大学 金沢大学

秋田大学 奈良教育大学 九州工業大学 名古屋大学

山形大学 和歌山大学 鹿屋体育大学 京都大学

福島大学 鳥取大学 政策研究大学院大学 大阪大学

茨城大学 島根大学 総合研究大学院大学 神戸大学

宇都宮大学 山口大学 北陸先端科学技術大学院大学 岡山大学

群馬大学 徳島大学 奈良先端科学技術大学院大学 広島大学

埼玉大学 鳴門教育大学 九州大学

横浜国立大学 香川大学 １５大学 １６大学

新潟大学 愛媛大学

長岡技術科学大学 高知大学

上越教育大学 福岡教育大学

富山大学 佐賀大学

福井大学 長崎大学

山梨大学 熊本大学

信州大学 大分大学

岐阜大学 宮崎大学

静岡大学 鹿児島大学

浜松医科大学 琉球大学

愛知教育大学

５５大学

【重点支援①】

主として、地域に貢献する取組とともに、専門分野の特性に配

慮しつつ、強み・特色のある分野で世界･全国的な教育研究を

推進する取組を中核とする国立大学を支援

主として、専門分野の特性に配慮しつつ、強み・特色のあ

る分野で地域というより世界･全国的な教育研究を推進

する取組を中核とする国立大学を支援

主として、卓越した成果を創出している海外大学と伍して、

全学的に卓越した教育研究、社会実装を推進する取組

を中核とする国立大学を支援

国立大学法人運営費交付金における３つの重点支援枠について
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宮崎大学
地域資源創成学部(H28)

大分大学
福祉健康科学部(H28)

宇都宮大学
地域デザイン科学部(H28)

佐賀大学
芸術地域デザイン学部(H28)

愛媛大学
社会共創学部(H28)

新潟大学
創生学部(H29)

東京海洋大学
海洋資源環境学部(H29)

横浜国立大学
都市科学部(H29)

滋賀大学
データサイエンス学部(H29)

島根大学
人間科学部(H29)

◆国立大学における特色ある学部等設置の状況（主なもの）

地域のニーズに合わせて変わる国立大学

山口大学
国際総合科学部(H27)

高知大学
地域協働学部(H27)

茨城大学
農学部(H29) ※

山梨大学
生命環境学部(H24)

弘前大学
農学生命科学部(H28) ※

信州大学
経法学部(H28)

長崎大学
多文化社会学部(H26)

鳥取大学
地域学部(H29)※

徳島大学
生物資源産業学部(H28)

福井大学
国際地域学部(H28)

和歌山大学
観光学部(H28) ※

※は学科等の設置状況
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三重大学における地域貢献に向けた取組例

教育会議
本学の教育全般

の運営・改革

を担う学内会議

地域人材教育開発機構
地域人材育成の

学位プログラム・学修成果の
質保証システムの開発

地域人材育成推進会議
地域のステークホルダーと

本学の教学について議論し、
助言・提言を得る会議

助言・提言

現状の提示

地域人材育成と若者を地域に止め置く機能の強化

研究成果を地域に還元する機能と地域の様々な主体となるハブ機能の強化

現状の提示

助言・提言

・南北に長い三重県の地理的特徴を踏まえ、４つの地域サテライトを創設

伊賀連携フィールドでの公開市民講座

伊賀サテライト設置に伴う連携協力結束式

・今後、三重県内全ての自治体（29市町）との協定締結及び取組の実施を目指す

・「地域づくりの総合ｼﾝｸﾀﾝｸ」として機能を有する「三重大学地域戦略ｾﾝﾀｰ」を平成23年に設置
・県と三重大学が一体となって「三重県・三重大学 みえ防災・減災センター」を創設

【三重大学地域戦略センターにおける取組例】

・地域活性化プランスタートアップ促進事業を
三重県農林水産部からの委託を受け、実施

（実施例）

地方で活躍する人材の育成に係る取組例
三重大学
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高知大学における地域貢献に向けた取組

高知大学における教育・地域貢献（地域協働学部の設置（平成27年度設置）

地域連携強化に関する特色ある取組

●1年次から地域現場での活動を徹底（600時間実習）
●学年末に到達度を評価する仕組みを導入（学年進級評価）
●グループワーク型教育の充実（専門科目の60％以上）
●地域活性化への貢献

養成する人材像

特色

高知県の食料産業の中核を担う専門人材を育成

土佐フードビジネスクリエーター人材創出事業高知大学インサイド・コミュニティ・システム（KICS)
県内4カ所のサテライトオフィスに教員が常駐し、地域のニーズと大学
のシーズを効果的にマッチングする体制を構築。

地域活性化の担い手として、分野や領域の壁を越えて人や組織
の「協働」を創出し、地域産業の振興を推進できる人材を育成
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優れた研究成果の輩出と社会への還元

○２１世紀における日本人の自然科学系ノーベル賞受賞者数は世界第２位。
○”国際頭脳循環のハブ”となる研究拠点の構築等により国立大学の研究水準を向上させつつ、成果を社会に還元。

（参考）質の高い論文の輩出割合※

※機関（先行5拠点）から出た論文
のうち、他の研究者から引用される
回数（被引用数）が多い上位1％に
ランクインする論文の割合。

（トムソンロイター社調べ（2007年～2013年））

・世界のトップ機関と同等以上の卓越した研究成果。
・平均で研究者の40%以上が外国人。
・世界最高水準の基礎研究の集積と国際的な研究ネットワークを構築。
・民間企業や財団等から大型の寄付金・支援金を獲得。
例：大阪大学IFReCと製薬企業の包括連携契約（100億円/10年）

※平成19年度採択拠点は”World Premier Status”を達成。（赤線）
※平成29年度以降は5拠点にt対して補助金支援を継続。（青線）

物質・材料研究機構 MANA

九州大学 I2CNER

（平成22 年度採択）

（平成19年度採択）

京都大学 iCeMS
（平成19年度採択）

拠点長：北川進

拠点長：Petros Sofronis

名古屋大学 ITbM

（平成24 年度採択）

拠点長：伊丹 健一郎

東京工業大学 ELSI
（平成24 年度採択）

拠点長：廣瀬 敬

東京大学 Kavli IPMU

（平成19年度採択）

拠点長：村山斉

筑波大学 IIIS
（平成24 年度採択）

拠点長：柳沢正史

拠点長：青野正和

東北大学 AIMR

（平成19年度採択）

拠点長： 小谷元子

大阪大学 IFReC
（平成19年度採択）

拠点長：審良 静男

研究分野：合成化学×
動植物科学×計算科学

研究分野：神経科学×

細胞生物学×生化学 等

研究分野：地球惑星科学×生命科学

研究分野：ﾏﾃﾘｱﾙ･ﾅﾉｱｰｷﾃｸﾄﾆｸｽ

（材料科学×化学×物理学）

研究分野：数学×材料科学 等

研究分野：物質-細胞統合科学
（化学×物理学×細胞生物学）

研究分野：免疫学×
画像化技術×生体情報学

研究分野：数学×物理学×天文学

研究分野：工学×
触媒化学×材料科学 等

■世界トップレベルの研究拠点構築（ＷＰＩ）

■産学連携共同研究促進の取組事例（東京大学）■我が国における産学連携の進展状況
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経営力の強化を支える財源の多元化のための措置

国立大学法人において進む経営努力とそれを支援する環境整備

0

3,500

7,000

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

産学連携収入 競争的研究費等 寄附金収入

●国立大学法人の外部資金獲得の拡大

各国立大学法人の財務諸表を基に作成

3,033億円

6,110億円

12年間で倍増（ +3,077億円）

国立大学法人が確かなコスト意識と戦略的な資源配分を前提とした
経営的視点で大学運営を一層行えるよう、法改正等で環境を整備

○平成２８年５月法律改正
国立大学法人等が有する資産の有効活用を図るための規制緩和を措置

・ 保有する土地等の第三者への貸付けの範囲を拡大し、大学の業務に関わらない使途としても貸付け可能に
・ 寄附金等を運用できる金融商品の範囲を拡大し、一定の元本保証のない金融商品の運用を可能に

○平成２８年度税制改正
修学支援のための寄附への税額控除の導入 14
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英国

中国

韓国

海外からも懸念される日本の大学の状況

英科学雑誌「ネイチャー」（平成２９年３月２３日付発行）

WHAT PRICE WILL SCIENCE PAY FOR AUSTERITY?
Japan’s stagnated research output corresponds with a deteriorating situation for young
Researchers
（「緊縮財政により科学研究はどのような代償を払うことになるか」
~日本の研究力の停滞と若手研究者の待遇の悪化との連関~）

☑ 全体の収録論文数のうち日本からの論文数が占める割合は７．４％から
４．７％に低下

☑ その原因として、国立大学が人件費に充てる運営費交付金が減らされ、
若手研究者が任期無しの職を得る機会も少ないことなどがあげられると
分析

【国立大学における若手教員の雇用状況の変化】
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4,000
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8,000
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12,000

１９年度 ２８年度

任期付き 任期無し

（人）

任期付きポスト増
任期無しポスト減

（文部科学省調べ）

【博士課程入学者数の推移】

（平成28年度（速報） 学校基本調査）博士課程入学者は年々減少

■若手教員の安定的なポストは減少し、博士課程入学者も減少

■諸外国に比べ、日本の論文生産は伸び悩み

【主要国の論文数の変化】

出典：科学技術・学術政策研究所
「科学技術指標2016」

76,916

「日本全国の大学において、任期無しポストを減らし、任期付きポストへの
切り替えが進められており、若手研究者は不安定な将来に直面している。」

「日本の科学技術予算は２００１年以降、基本的に横ばいが続いている。一
方、ドイツ、韓国や中国といった国々は、科学技術予算を著しく増加させて
いる。」

「２０００年代初頭から、日本政府は教職員の給料のための大学予算を削り
始めた。ここには、２００４年から２０１４年にかけて、毎年約１％削減をされ
た国立大学法人運営費交付金も含まれている。」

「研究者は、学生が研究職としてのキャリアを断念しつつある現状を危惧し
ている。」

「日本の科学研究は転換点にあり、次の１０年で成果を出さなければ科学
研究でトップの国という地位を失いかねない。」
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平成２９年４月１日 （ただし、１．（３）については平成２８年１０月１日）

趣 旨

概 要

国立大学法人法の一部を改正する法律の概要

我が国の大学における教育研究水準の著しい向上とイノベーション創出を図るため、文部科学大臣

が指定する国立大学法人については、世界最高水準の教育研究活動が展開されるよう、高い次元の目標設定に基づき、大学

運営を行うこととする。また、国立大学法人等の財政基盤の強化を図るための措置を講ずる。

１．指定国立大学法人制度の創設

(1) 文部科学大臣による指定

文部科学大臣は、申請のあった国立大学法人のうち、教育研究上の実績、管理運営体制及び財政基盤を総合的に勘案し
て、世界最高水準の教育研究活動の展開が相当程度見込まれるものを、国立大学法人評価委員会の意見を聴いて、「指定国
立大学法人」として指定することができることとする。

(2) 指定国立大学法人に係る中期目標に関する特例

文部科学大臣は、指定国立大学法人の中期目標を策定・変更するに当たっては、世界最高水準の教育研究活動を行う外国
の大学の業務運営の状況を踏まえなければならないこととする。

(3) 国立大学法人評価委員会への外国人委員の任命

国立大学法人評価委員会の委員に、大学の運営に関する高い識見を有する外国人を委員に任命できることとする。

(4) 指定国立大学法人に関するその他の特例

① 研究成果の活用促進のための出資対象範囲の拡大
② 役職員の報酬・給与等の基準の設定における国際的に卓越した人材確保の必要性の考慮

２．国立大学法人等の資産の有効活用を図るための措置

(1) その対価を教育研究水準の一層の向上に充てるため、教育研究活動に支障のない範囲に限り、文部科学大臣の認可を受
けて、土地等を第三者に貸し付けることができることとする。

(2) 文部科学大臣の認定を受けた国立大学法人等に関しては、公的資金に当たらない寄附金等の自己収入の運用対象範囲

を、一定の範囲で、より収益性の高い金融商品に拡大。

施 行 期 日
16



指定国立大学法人制度について

国立大学法人法の一部を改正する法律（平成２８年法律第３８号）により、我が国の大学における教育研究水準の著しい向上とイノ
ベーション創出を図るため、文部科学大臣が世界最高水準の教育研究活動の展開が相当程度見込まれる国立大学法人を指定国立大学法
人として指定することができることとするとともに、指定国立大学法人に関し、その研究成果を活用する事業者への出資、中期目標に
関する特例について定めることとした。

１．制度の趣旨

（１）指定に当たっては、優秀な人材を引きつけ、研究力の強化を図り、社会からの評価と支援を得るという好循環を実現する戦略性と
実効性を持った取組を提示でき、かつ自らが定める期間の中で、確実な実行を行いうる法人に限り指定する。指定国立大学法人に申請
する法人は、現在の人的・物的リソースの分析と、今後想定される経済的・社会的環境の変化を踏まえ、大学の将来構想とその構想を
実現するための道筋及び必要な期間を明確化することが求められる。また、指定された法人には、社会や経済の発展に与えた影響と取
組の具体的成果を積極的に発信し、国立大学改革の推進役としての役割を果たすことが期待される。

（２）指定国立大学法人に申請する法人には、国内の競争環境の枠組みから出て、国際的な競争環境の中で、世界の有力大学と伍してい
くことを求める。このため、「研究力」、「社会との連携」、「国際協働」の３つの領域において、既に国内最高水準に位置している
ことを確認することとし、それぞれの領域において要件を満たしていることを申請の要件として公募。

２．指定国立大学法人とは

○ 以下の３法人を指定。
・国立大学法人東北大学
・国立大学法人東京大学
・国立大学法人京都大学

○ 以下の４法人については、構想の見直しを含め改
善意見や指摘があったことから、「指定候補」と
して位置づけ、法人側の条件が整った段階で、
平成２９年度末を目途に再審査することとする。
・国立大学法人東京工業大学
・国立大学法人一橋大学
・国立大学法人名古屋大学
・国立大学法人大阪大学

４．指定について

平成２８年１１月３０日 公募開始
平成２９年 ３月３１日 各法人からの申請〆切（７法人から申請受付)

５月２９日～ 指定国立大学法人部会における指定についての
審査（ヒアリング審査及び現地視察）

６月３０日 指定国立大学法人の指定

３．審査スケジュール

指定国立大学法人を指定するための審査は、外国人有識者を含む外部有識
者からなる委員会（国立大学法人評価委員会国立大学法人分科会指定国立大
学法人部会）による書面審査、ヒアリング審査及び現地視察によって行い、
文部科学大臣は国立大学法人評価委員会の意見を聴いて指定を行う。
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学校教育法及び国立大学法人法の一部を改正する法律について（概要）

趣 旨

概 要

施行期日

１．学校教育法の改正

＜副学長の職務について＞第９２条第４項関係

・副学長は、学長を助け、命を受けて校務をつかさどることとする

＜教授会の役割について＞第９３条関係

・教授会は、学長が教育研究に関する重要な事項について決定を行うに当たり意見を述べることとする

・教授会は、学長及び学部長等がつかさどる教育研究に関する事項について審議し、及び学長及び学部長等の求めに応じ、
意見を述べることができることとする

２．国立大学法人法の改正

＜学長選考の基準・結果等の公表について＞第１２条関係

・学長選考会議は学長選考の基準を定めることとする

・国立大学法人は、学長選考の基準、学長選考の結果その他文部科学省令で定める事項を、遅滞なく公表しなければならな
いこととする

＜経営協議会＞第２０条第３項、第２７条第３項関係

・国立大学法人等の経営協議会の委員の過半数を学外委員とする

＜教育研究評議会＞第２１条第３項関係

・国立大学法人の教育研究評議会について、教育研究に関する校務をつかさどる副学長を評議員とする

＜その他＞附則関係

・新法の施行の状況、国立大学法人を取り巻く社会経済情勢の変化等を勘案し、学長選考会議の構成その他国立大学法人
の組織及び運営に関する制度について検討を加え、必要があると認めるときは、所要の措置を講ずる

平成２７年４月１日

大学運営における学長のリーダーシップの確立等のガバナンス改革を促進するため、副学長・教授会等の職や組織の規定を見
直すとともに、国立大学法人の学長選考の透明化等を図るための措置を講ずる。

18



国立大学における学長選考等の状況

〇 平成２７年４月、学校教育法及び国立大学法人法の一部を改正する法律により、学長選考について、学長
選考会議は学長選考の基準を定めることとするとともに、国立大学法人は、学長選考の基準、学長選考の
結果その他文部科学省令で定める事項を、遅滞なく公表しなければならない旨規定。

〇 法改正後の国立大学における学長選考（４２大学）において、①法改正前から意向投票を規定していない
大学は３大学、②意向投票を廃止した大学が４大学、③再任や候補者が１名であるなどの理由により意向
投票を実施しなかった大学が１０大学、④意向投票の結果が１位でない候補者を選んだ大学が４大学、⑤順
位を付さない「意向調査」として実施した大学が１大学となっている。

○ また、意向投票の結果１位の候補者を選出した２０大学においても、意向投票の結果はあくまで学長選考
会議の参考として位置づけられている。

3大学
4大学

10大学

4大学1大学

20大学

法改正後の国立大学の学長選考の状況（平成２９年５月時点）

法改正前から意向投票の規定なし 法改正後に意向投票を廃止

再任や候補者１名などのため意向投票を実施せず 意向投票の結果１位でない候補者を選出

順位を付さない意向調査として実施 意向投票の結果１位の候補者を選出

なお、国立大学で学部長の選
考に当たり、選考会議等の議
のみにより決定していたのは
平成２５年（法改正前）時点で
約１％

学長が選考又は指名し、任命
する大学が平成２８年時点で
約９％に増加
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③今後の高等教育全体の規模も視野に入れ
た、地域における質の高い高等教育機会
の確保の在り方

我が国の高等教育に関する将来構想について（諮問）（平成29年3月6日）【概要】

・「第４次産業革命」は既存の産業構造、就業構造、さらには人々の生活を一変させる可能性

・本格的な人口減少社会の到来により、高等教育機関への主たる進学者である18歳人口も大きく減少
（2005年：約137万人 → 2016年：約119万人 → 2030年：約100万人 → 2040年：約80万人）

１．高等教育の将来構想を検討する必要性

・今後、一人一人の実りある生涯と我が国社会の持続的な成長・発展、人類社会の調和ある発展のためには、人材育成と知的創造活
動の中核である高等教育機関が一層重要な役割を果たす必要

・その際、新たな知識・技能を習得するだけでなく、学んだ知識・技能を実践・応用する力、さらには自ら問題の発見・解決に取り組む力
を育成することが特に重要

・自主的・自律的に考え、また、多様な他者と協働しながら、新たなモノやサービスを生み出し、社会に新たな価値を創造し、より豊かな
社会を形成することのできる人を育てていくことが必要

社会経済の大きな変化

高等教育機関の果たすべき役割

２．主な検討事項

①各高等教育機関の機能の強化
に向け早急に取組むべき方策

第8期中央教育審議会大学分科会
における「論点整理」を踏まえ、以下
のような事項を中心に検討

・教育課程や教育方法の改善

・学修に関する評価の厳格化

・社会人学生の受入れ

・他機関と連携した教育の高度化

②変化への対応や価値の創造等を実
現するための学修の質の向上に向
けた制度等の在り方

・「学位プログラム」の位置付け、学生と教
員の比率の改善などについて、設置基
準、設置審査、認証評価、情報公開の在
り方を含め総合的、抜本的に検討

・学位等の国際的な通用性の確保、外国
人留学生の受入れ・日本人学生の海外
留学の促進、効果的な運営のための高
等教育機関間の連携

・今後の高等教育全体の規模も視野に入れつ

つ、地域における質の高い高等教育機会を確
保するための抜本的な構造改革について検討
（例えば、高等教育機関間、高等教育機関と地
方自治体・産業界との連携の強化など）

・分野別・産業別の人材育成の需要の状況を十
分に考慮するとともに、国公私立の役割分担の
在り方や設置者の枠を超えた連携・統合等の
可能性なども念頭に検討

④高等教育の改革を支える支援方策

※「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2016改訂版）」に盛り込まれている地方大学の振興等の在り方にも留意しながら検討

・①～③を踏まえた、教育研究を支える基盤的経費、競争的資金の充実、その配分の在り方の検討
・学生への経済的支援の充実など教育費負担の在り方の検討

高等教育機関が求められる役割を真に果たすことができるよう、これまでの政策の成果と課題について検証するとともに、高等教育を取り巻
く状況の変化も踏まえて、これからの時代の高等教育の将来構想について総合的な検討を行う
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今後のガバナンス改革の推進方策に向けた検討課題

今後の人口減少や経済社会の変化、就業構造の変化の中で、教育分野の中でも特にイノベーション

創出と人材育成の中核たる高等教育の将来ビジョンをスピード感を持って策定していくこ
とが急務

自らの強み・特色を生かした教育研究活動の実施のために必要な経営の在り
方を踏まえたガバナンスの在り方が重要に

今後検討すべきポイント

学長を監督する機関の必要性
（理事会の在り方及び必要性）

学長を含めた大学執行部に
人材を得るための方策

教員の大学運営への
参画の在り方
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国立大学のガバナンス改革の強化に向けて(提言)
(平成２９年５月２３日 国立大学協会)

※国立大学協会においては、平成２７年４月の学校教育法・国立大学法人法の改正を

受けて、各大学のガバナンス改革の取組の情報を共有するとともに、

諸課題を抽出して解決の方向性を検討することとし、

平成２８年５月にWG(座長:大西 隆 豊橋技術科学大学長)を設置した。

※WGでは、各大学のガバナンス改革の取組に関する調査及び有識者との意見交換を

含めて検討を行い、平成２９年５月に提言をとりまとめた。

※提言項目は次の通り。

①学長のリーダーシップ、②学長選考等・任期及び将来の経営人材の育成、

③経営協議会、④教育研究評議会、⑤監事、⑥社会に対する説明責任

《経緯と概要》
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検討事項１ 学長のリーダーシップ
≪各大学の取組の現状≫

①学長を支える補佐体制
・理事・副学長・学長補佐などによる執行部体制の強化
・学長戦略室などの学長直下の企画立案組織の設置(７８大学)
・学長の判断による全学的視点からの部局長の任命

多くの大学で部局から候補者を推薦させているが、ほとんどの場合、複数の候補者の推薦を求
め、学長や役員会の面談を経て選考される。

１５大学では、学長が独自に意見聴取等を行って選考している。

・IR室等の設置による学内外の情報の集約と活用(３９大学)

②戦略的な資源配分
・人事・予算・組織再編等についての学長裁量枠の設定による戦略的な資源配分
・既存部局からの定員等の再配分による新しい学部等の設置

教員の採用枠については、全学の教員人事委員会を設置して、学長裁量枠を活用した重点配置
を行っている。４４大学では具体的な選考・採用についても全学委員会の議を経ることとしている。

予算については、学長裁量経費を確保・活用するとともに、多くの大学で、当初予算額の一定割
合を留保して、各部局の執行内容を評価の上再配分するなどのメリハリある配分を実施している。
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≪提言≫

検討事項１ 学長のリーダーシップ

①学長が明確な大学の将来ビジョンを示し、学内外に積極的な情報発信
を行い、意思疎通を図って、学内外からの理解と支持を得ること。

②学長が大学運営と大学経営の双方に責任を有することから、理事、副
学長などの学長補佐体制の充実・強化を図る中で適切な役割分担を推
進すること。

③学部長、部局長等について、全学的視点に立って執行部と部局をつな
ぐ適任者が選考・任命される手続等を整備すること。

④人事、予算、組織再編等における戦略的な資源配分の仕組みを一層充
実すること。
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検討事項２ 学長選考等・任期及び将来の経営人材の育成
≪各大学の取組の現状≫

①学長の選考等
・全大学で、学長選考は、学長選考会議が「求めるべき学長像」を明示し、その責任において行っている。
・意向投票を実施する場合も、最終的責任は学長選考会議にあることを明確にしている。

１１大学では意向投票を実施していない。

意向投票を実施する場合も、その名称を「意向聴取」などとして、学内の意向を調査・ 確認する手続きであることを明確にして
いる。

また、所信表明、ヒアリング、公開討論など、候補者の大学運営に関する考え方を確認し、構成員に周知する仕組みを併せて
整備している。

②学長の任期
・在任期間の上限は６年が多いが、若干の長期化を図る意見が多い。

任期は４年が５３大学、６年が１８大学などとなっているが、再任を含めると在任期間の上限は６年が６６大学、６年超が１７大
学となっている。

③学長を含む将来の経営人材の養成
・学長補佐、副理事、副学長、理事等への登用を通じ、早い段階で経営に参画させることにより、将来の
経営人材育成を行っているが、組織的な育成を課題と考える大学も多い。

現在の学長８６名のうち、６４名が理事又は副学長の経験を有している。
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≪提言≫

①学長選考会議においては、学内外も含めて幅広く適切な学長候補者の確保に努めること。

②学長選考会議が十分な情報に基づき責任を持って学長候補者を選考することができるよ
う、所信表明等の手続の充実、意向投票を実施する場合の位置付けの明確化及び構成
員に対する大学の当面する課題や候補者の所信等の周知と大学経営への参画意識の醸
成、選考会議の学外委員に対する大学の現状等についての丁寧な説明等に努めること。

③学長の業績評価については、これから本格化する具体的な評価に備え、学長選考会議が
策定した求める学長像に照らし、適切な評価が行われるようにすること。

④学長の任期については、学長選考会議において、中期目標期間との連動も意識しつつ、
学長が自らのビジョンの実現のために実効的な取組ができるよう適切な期間を設定すること。

⑤将来の経営人材の育成については、各大学において長期的視点に立って若い人材に大学
経営への参画の機会を与えるよう工夫するとともに、国立大学全体として学長を含む大学経
営人材の育成のための研修プログラムなどのシステム構築を検討すること。

検討事項２ 学長選考等・任期及び将来の経営人材の育成
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検討事項３ 経営協議会
≪各大学の取組の現状≫

・経営協議会の学外委員には、産業界、大学、自治体など各方
面の有識者が選任されている。

委員総数は１５～１９名が３１大学で最も多い。

・会議運営において、限られた時間で効果的な議論を行うため
の工夫がされているが、学外委員の大学の現状についての
十分な理解を得ること、議論の実質化などが課題とされている。

産業界
42%

大学関係者
17%

医師
3%

弁護士
2%

自治体関係者

10%

教育長
2%

その他
24%

経営協議会学外委員 構成比

≪提言≫

①議題や論点の整理を行い、適切な会議開催回数にすること
により、会議における意見交換の時間を確保すること。

②学外委員に対しては、適切な関係を構築する取組を行うほか、
大学の現状等を十分に理解していただくため、自大学の強み
（研究等）や研究者についての情報はもとより、不祥事などの
ネガティブな事案についても丁寧かつ詳細に説明すること。
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検討事項４ 教育研究評議会

≪各大学の取組の現状≫

・教育研究評議会については、実質的な議論を行うため、前段階の部局長会議等との審議項目
の調整や資料の事前配布等の工夫が行われている。

委員総数は２０～２９名が３２大学で最も多いが、５大学では５０名以上となっている。

・一方、管理運営面の議題が多く教育研究の向上に関する議論が十分でない、部局の立場を優
先した発言が多い、他の会議との議題の重複があるなどの課題も指摘されている。

≪提言≫

○大学全体の教育研究等の質的向上を目指した建設的で実質的な意見交換を行うという趣
旨を委員全員に徹底するとともに、部局長会議や経営協議会など他の会議との議題整理、
会議開催回数や委員構成の適正化を検討すること。
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検討事項５ 監事
≪各大学の取組の現状≫
・監事は、常勤２名が１大学、常勤・非常勤各１名が４８大学、非常勤２名が３７
大学となっている。

・監事には、産業界、大学関係者、税理士・公認会計士、弁護士などが選任さ
れている。

・監事と学長・執行部との意見交換については、役員懇談会や監事監査報告
を
通じて行っている。

・監事の常勤化や支援職員の高度化の必要性は認識されているが、財政面
の
課題がある。また、監事監査の範囲や内部監査との役割分担等の明確化が
課題とされている。

≪提言≫
①各大学において、監事の機能や業務が拡大していることや財政状況も踏ま

えつつ、監事の常勤化や監事補佐体制の強化について検討すること。
②監事は国立大学法人の業務を監査することを踏まえ、各大学において、教

育、研究、社会貢献に関する監事監査の在り方について監事と連携・協議し
て検討するとともに、監事監査と内部監査の目的、適切な役割分担等につ
いて検討すること。

③監事としての研鑽や監事同士の連携を強化することが必要であり、文部科
学省や監事協議会を中心とした監事研修の充実に支援・協力すること

産業界
30%

大学関係者
20%

税理士・公認

会計士
23%

弁護士
10%

自治体関係

者

8%

その他
9%

監事 構成比
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検討事項６ 社会に対する説明責任

≪各大学の取組の現状≫

・各大学において、社会に対する説明責任を果たすための取組や広報活動には、近年特に力を
入れているが、卒業生や地元企業からの理解を深めるための同窓会・校友会の活動、地方自
治体・企業との連携の組織化・実質化が重要課題とされている。。

≪提言≫

①大学構成員全体が広報意識を持つとともに、広報戦略を定め、将来ビジョンや財政状況等
を含めて、学外に対して積極的なアピールをして理解を深めるよう努めること。

②特に、国立大学が多額の公的財政支援を受けていることを踏まえた納税者に対する説明、 寄附金

を原資とした活動状況や資金の使用状況など寄附者に対する説明、外部資金による研究活動や
間接経費の使途など産業界に対する説明に留意するなど、社会への説明責任をより積極的に果た
すこと。
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参考資料
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進学率１(大学＋短大＋高専＋専門学校）

収容力（大学＋短大）

現役志願率（大学＋短大）

進学率２（大学＋短大）

短大入学者数（万人）

専門学校入学者数（万人）

高校等卒業者数（万人）

18歳人口（万人）

高専４年次在学者数

大学入学者数（万人）

● 18歳人口 ＝ ３年前の中学校卒業者数及び中等教育学校前期課程修了者数
● 進学率１ ＝ 当該年度の大学・短大・専門学校の入学者、高専４年次在学者数

18歳人口
● 進学率２ ＝ 当該年度の大学・短大の入学者数

18歳人口
○ 高校等卒業者数 ＝ 高等学校卒業者数及び中等教育学校後期課程修了者数
○ 現役志願率 ＝ 当該年度の高校等卒業者数のうち大学・短大へ願書を提出した者の数

当該年度の高校等卒業者数
○ 収容力 ＝ 当該年度の大学・短大入学者数

当該年度の大学・短大志願者数

出典：文部科学省「学校基本統計」、平成41年～43年度については国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）（出生中位・死亡中位）」を元に作成
※進学率、現役志願率については、少数点以下第２位を四捨五入しているため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

18歳人口は、平成21～32年頃までほぼ横ばいで推移するが、33年頃か
ら再び減少することが予測されている。

年

１８歳人口と高等教育機関への進学率等の推移

大学:             52.0％
短大:               4.9％
高専４年次:     0.9％
専門学校:      22.3％

大学: 52.0％
短大:  4.9％

大学: 56.0％
短大:  5.1％
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出典：文部科学省「学校基本統計」

平成17年（2005年）と比較して我が国の高等教育機関の総数は減少している。この間、大学の数は、短期大学からの転換等もあり、
726校から777校へと増加している。

■大学（学部）
■短期大学（本科）
■高等専門学校（本科４・５年次）
■専門学校

合計
4,250
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3,992
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（万人）

平成17年（2005年）と比較して我が国の高等教育機関の在学者数の総数は減少している。大学（学部）の学生数は251万人から257万人
へ増加している。

■大学（学部）
■短期大学（本科）
■高等専門学校（本科４・５年次）
■専門学校

合計
344 合計

330
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高等教育段階への進学率（2014年）

学士課程

(%)
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注：オーストラリア、カナダ、フランス、韓国等については、数値データが提
出されていない。
＊ データ提出は27か国
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【データ出典】図表で見る教育２０１６年版

我が国の大学学士課程への進学率は49％であり、OECD平均の59％と比べると低いが、専門学校等を含めた高等教育機関全体への進
学率は80％であり、OECD平均68％を上回っている。
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大規模大学
7.5%

（119校）中規模大学
15.7%

（119校）

小規模大学
76.7%

（580校）

国立
1.9%

（14校）

私立
5.7%

（43校）
国立
3.8%

（29校）

公立
0.7%

（5校）

私立
11.2%

（85校）

国立

5.2%（39校）

公立
10.7%

（81校）

私立
60.8%

（460校）

【出典】文部科学省調べ

※大規模大学：入学定員が2000人以上の大学、中規模大学：入学定員が1000人～1999人の大学、小規模大学：入学定員が999人以下の大学
※小数点第二位を四捨五入しているためグラフの合計値が一致しない場合がある。

大規模大学 中規模大学 小規模大学

合計
756校

大規模大学
36.9%

（217,881人）

中規模大学
28.3%

（167,240人）

小規模大学
34.8%

（205,910人）

国立
5.8%

（34,496人）

私立
31.0%

（183,385人）

国立
7.0%

（41,239人）公立
1.2%

（6,948人）

私立
20.1%

（119,035人）

国立 3.5%

公立 4.0%

私立
27.3%

（161,354人）

（20,862人）

（23,694人）

学校数 入学定員数

合計
591,031人

 小規模大学の学校数は全体の76.7％を占めており、このうち私立が大半を占めている。
 小規模大学の入学定員数は全体の34.8％を占めており、このうち私立が大半を占めている。

規模別学校数及び入学定員数の割合（平成27年度）
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進
学
率

(

％
）

○都道府県別高校新卒者の大学進学率

○都道府県別の大学進学率の格差（最も高い県の進学率と最も低い県の進学率の差）は、平成17年と比較して約8ポイント
拡大している（25ポイント→33ポイント）。

出典：文部科学省「学校基本統計（平成17年度版）」

大学進学率の地域間格差

進
学
率

(

％
） 29 30 

27 

33 
30 32 30 

39 40 39 40 39 

51 

45 

32 

39 39 42 43 

33 

41 42 
46 

41 40 

49 

41 
46 44 

38 

28 
33 

40 

47 

31 

41 38 
41 

33 
37 

32 32 30 32 30 
26 27 

0

10

20

30

40

50

60

北
海
道

青
森

岩
手

宮
城

秋
田

山
形

福
島

茨
城

栃
木

群
馬

埼
玉

千
葉

東
京

神
奈
川

新
潟

富
山

石
川

福
井

山
梨

長
野

岐
阜

静
岡

愛
知

三
重

滋
賀

京
都

大
阪

兵
庫

奈
良

和
歌
山

鳥
取

島
根

岡
山

広
島

山
口

徳
島

香
川

愛
媛

高
知

福
岡

佐
賀

長
崎

熊
本

大
分

宮
崎

鹿
児
島

沖
縄

２５ポイントの幅

H１７

38 37 37 

46 

37 38 39 

47 48 48 
52 52 

64 

57 

42 44 
47 47 

50 

40 

47 48 
54 

44 
49 

61 
54 55 53 

43 

35 
39 

45 

56 

37 

47 44 
47 

39 

47 

37 38 40 
36 37 

31 
35 

0

10

20

30

40

50

60

70

北
海
道

青
森

岩
手

宮
城

秋
田

山
形

福
島

茨
城

栃
木

群
馬

埼
玉

千
葉

東
京

神
奈
川

新
潟

富
山

石
川

福
井

山
梨

長
野

岐
阜

静
岡

愛
知

三
重

滋
賀

京
都

大
阪

兵
庫

奈
良

和
歌
山

鳥
取

島
根

岡
山

広
島

山
口

徳
島

香
川

愛
媛

高
知

福
岡

佐
賀

長
崎

熊
本

大
分

宮
崎

鹿
児
島

沖
縄

３３ポイントの
幅

出典：文部科学省「学校基本統計（平成28年度版）」

（計算式） 直ちに大学（学部）に進学した者 あ

高等学校卒業者＋中等教育学校後期課程修了者
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※4年制大学、短期大学、専門学校それぞれに進学した者の割合は小数点以
下を
切上げた値を示している。

○ 平成28年度の都道府県別高校新卒者の４年制大学、短期大学、専門学校への進学率は、京都(79.8%)が最も高く、青森(57.8%)が最も低い。

京都と青森では22.0ポイントの差。

22.0ポイントの差

４年制大学

短期大学

専門学校

% （計算式） 直ちに大学、短大、専門学校に進学した者

高等学校卒業者＋中等教育学校後期課程修了者

都道府県別高校新卒者の４年制大学、短期大学、専門学校への進学率（平成28年度）

出典：文部科学省「学校基本統計（平成28年度版）」
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■４年制大学 ■短期大学 □専門学校
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都道府県別大学進学者収容力（平成27年度）

【出典】○大学入学定員数…文部科学省調べ ○大学進学者数…文部科学省「学校基本統計（平成27年度）」
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○大学進学者収容力
＝（各県の大学入学定員／各県の大学進学者数）×100

○ 東京都及び京都府の大学進学者収容力が約200％と突出している一方、50％に満たない県も存在している。
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※東京圏：東京、神奈川、埼玉、千葉各都県の合計

資料出所：総務省統計局住民基本台帳人口移動報告（2010年―2016年）

 東京圏への転入超過数の大半は20～24歳、15～19歳が占めており、大卒後就職時、大学進学時の
転入が考えられる。

東京圏への年齢階層別転入超過数
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地域別の入学定員充足率の推移（私立大学）

（日本私立学校振興・共済事業団「私立大学・短期大学等入学志願動向」より作成）
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○地域別の私立大学の入学定員充足率は、平成17年から平成27年にかけて全国的に減少傾向であり、100％に満たない地域もある。
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帰属収支差額比率の大学類型別の分布
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「高等教育計画」等における規模の考え方（主なもの）

昭和50年代前期計画 昭和50年代後期計画 新高等教育計画

計画期間 昭和51-55年度 昭和56-61年度 昭和61-平成4年度

期間中の18歳人

口の動向

昭和40年代の減少が下げ止まり，概ね150万

人台で推移。

161万人から185万人に増加（途中，昭和59･

60年度に落ち込む）。

185万人から205万人に増加。

進学率の考え方 ［大学・短大・高専の進学率］

昭和50年度の38.3％に対し，55年度に

40.3％を想定。

［大学・短大の進学率］

昭和54年度の37.9％に対し，昭和61年度

に37％を見込む。

［大学・短大・高専の進学率］

昭和58年度の35.6％の水準を，18歳人口

がピークに達する平成4年度でも維持。

定員の取扱いの方

針

○入学定員を2.9万人増（進学者数は3.2万

人の増）。

○入学定員を3.4万人程度の増（実員では4

万人程度の増）。

○18歳人口の大幅な増減に対処するため，

恒常的定員を4.2万増とともに，臨時的定

員を4.4万増。

地域別の考え方 ○大都市の大学等の新増設を抑制。

○地域配置の不均衡の是正を図るため，全

国を８ブロックに分けて，昭和55年度にお

ける一応の目途を示す。

○大都市の大学等の新増設を抑制。

○地域配置の適正化を進めるため，全国を８

ブロックに分けた整備の目途（試算）を示

す。

○大都市の大学等の新増設を抑制。

○地域配置の適正化を図る方針を維持し，

全国を13ブロックに分けた定員増の目途を

示す。

分野別の考え方 計画規模・地方配置等の指標に従いつつ，

①医師，歯科医師，看護婦その他の医

療技術者，教員養成

②新しい学問分野や研究者養成等に

係る将来の需要に応えるものは計画

的に整備。

○複雑，高度化し，かつ国際化した社会の

要請に対応する積極的な大学教育の改善

や人材養成が特に必要な分野等に留意し

て整備。

○医師，歯科医師の養成は整備が概ね達成

されたため拡充は予定しない。

○教育研究上の必要性や，社会的要請の

変化等に適切に対応（「看護婦その他医

療技術者の養成等」等が設置審で決定）。

○医師，歯科医師，獣医師，教員，船舶職

員の拡充は予定しない。

昭和46年中央教育審議会答申において，高等教育の全体規模，地域的配置などについて，長期の見通しに立った国としての計画策定の必要性が指摘された。これを

受けて，昭和51年度以降，５回にわたり「高等教育計画」が策定された。そこでは，18歳人口の増減等を踏まえ，高等教育規模を想定した上で，大学等の新増設の抑制

等の措置がとられた。なお，平成15年度より抑制方針が基本的に撤廃された。
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平成5年度以降の高等教育の計画的整備 平成12年度以降の高等教育の将来構想 我が国の高等教育の将来像

計画期間 平成5-12年度 平成12-16年度 平成17年度-

期間中の18歳人口

の動向

198万人から151万人に減少。 151万人から141万人に減少。 137万人から減少。

進学率の考え方 ［大学・短大・高専の進学率］

平成12年度について，ケース１（40.0％），

同２（41.2％），同３（42.2％）の３つを想定し，

当面ケース１を念頭。

［大学・短大の進学率］

（平成11年度の臨時的定員の５割程度を

恒常的定員化する場合）平成11年度の進学

率（48.4％）の水準は平成16年度にも下回ら

ないと試算。

18歳人口に対する進学率の指標としての

有用性は減少。「高等教育計画の策定と各

種規制」から「将来像の提示と政策誘導」に

移行。

定員の取扱いの方

針

○大学等の新増設は原則抑制の方針。

○臨時的定員は定められた期限の到来によ

る解消が原則。なお，平成5年度以降の状

況を踏まえ，適切な審査を行うことについ

て検討が必要。

○大学の全体規模は基本的に抑制的に対

応。

○臨時的定員を段階的に解消する一方，平

成11年度の規模の５割程度を恒常的定員

化することを認める。

○平成15年度より，抑制方針を基本的に撤

廃したことに伴って，設置基準に定める大

学としての要件を満たすものは，原則これ

を認める準則主義に転換。

地域別の考え方 ○大都市の大学等の新増設を抑制。ただし，

三大都市圏以外の政令指定都市は地域

制限を設けない。

○大都市の大学等の抑制を継続。ただし，

一定の弾力化を図る。

○平成15年度より，大都市における抑制方

針を撤廃。

分野別の考え方 ○情報関係，社会福祉関係，医療技術関係

などの分野へのニーズ，国際化社会の発

展や先端科学技術の進展に伴う教育研究

の推進が必要。

○医師，歯科医師，獣医師，教員，船舶職

員の拡充は予定しない。看護職員は整備

を図る必要。

○時代の変化に即応するためには，極めて

必要性の高いものについて新増設を認め

ることも必要。

○医師，歯科医師，獣医師，教員，船舶職

員の拡充は予定しない。

○医師，歯科医師，獣医師，教員，船舶職

員の抑制は維持。（教員の抑制は，17年

度の申請から撤廃）

「高等教育計画」等における規模の考え方（主なもの）
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○ 21世紀は「知識基盤社会」（knowledge-based society）の時代

高等教育は，個人の人格形成上も国家戦略上も極めて重要。

○ 国の高等教育システムや高等教育政策そのものの総合力が問わ
れる時代

国は，将来にわたって高等教育に責任を負うべき。

○ 「高等教育計画の策定と各種規制」の時代から「将来像の提示と政
策誘導」の時代への移行

「我 が 国 の 高 等 教 育 の 将 来 像」
＜中央教育審議会 平成17年(2005年)答申より＞

中長期的(平成17(2005)年以降，平成27(2015)年～平成
32(2020)年頃まで)に想定される我が国の高等教育の将来
像（言わば「グランドデザイン」とも呼ぶべきもの）と，その内容の実
現に向けて取り組むべき施策を示す。

将来像の主な内容

Ⅰ：高等教育の量的変化の動向

○ 平成19(2007)年には大学・短大の収容力(入学者数÷志願者数)が
100％に (従来の試算より２年前倒し)。

○ 全体規模の面のみからすると，高等教育の量的側面での需要はほぼ
充足。→ ユニバーサル段階の高等教育が既に実現しつつある。

○ 今後は，分野や水準の面においても，誰もがいつでも自らの選択で学
ぶことのできる高等教育の整備(「ユニバーサル・アクセス」の実現)が重
要な課題。

○ 経営状況の悪化した機関への対応策の検討が必要。

Ⅱ：高等教育の多様な機能と個性・特色の明確化

○ 新時代の高等教育は，全体として多様化して学習者の様々な需要に
的確に対応するため，学校種(大学・短大，高専，専門学校)ごとの役割・
機能を踏まえた教育・研究の展開と相互の接続や連携の促進を図るとと
もに，各学校ごとの個性・特色を一層明確化する方向。

○ 各大学は，自らの選択により，緩やかに機能別に分化(個性・特色の表

れ)。

趣旨 基本的考え方

Ⅲ：高等教育の質の保障

Ⅳ：高等教育機関の在り方

Ⅴ：高等教育の発展を目指した社会の役割
○ 高等教育への公的支出を欧米諸国並みに近づけていくよう，最大
限の努力が必要。

その際，厳しい財政状況や高等教育への社会の負託をも踏まえつ
つ，国民(＝納税者)の理解を得られるよう説明責任を十分果たしていく
必要。

○ 今後の財政的支援は，国内的・国際的な競争的環境の中で，各高等
教育機関が持つ多様な機能（個性・特色）に応じた形に移行。
機関補助と個人補助の適切なバランス
基盤的経費助成と競争的資源配分の有効な組み合わせ

多様な機能に応じた多元的できめ細やかなファンディング・システムの
構築

→ 国公私の特色ある発展、質の高い教育・研究に向けた適切な競争

○ 国，地方公共団体や産業界等を含めた社会全体での取組の重要性。

①世界的研究・教育拠点，②高度専門職業人養成，③幅広い職業人

養成，④総合的教養教育，⑤特定の専門的分野(芸術，体育等)の教

育・研究，⑥地域の生涯学習機会の拠点，⑦社会貢献機能(地域貢

献，産学官連携，国際交流等)等
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国立大学法人の収入状況 （平成27年度）

国立大学法人の収入の財源別比率は，公財政（運営費交付金，補助金等収益の合計）が34％，学生納付金が11％である。また，公立大学

法人の財源別比率は，公財政（一般財源都道府県市負担額，国・都道府県市出額の合計）が31％，学生納付金が15％である。これに対して，

私立大学（附属病院を除く）は，学生納付金が77％を占める。

公立大学法人の収入状況 （平成27年度） 私立大学の収入状況 （平成27年度）

日本の大学の財政状況

一般財源都道府

県市負担額
29%

国・都道府県

市支出金…

学生納付金
15%

病院収入
47%

公債収入
1%

受託研究

収入等
2%

寄付金

収入…

その他
3%

合計

5,966億円

出典：公立大学実態調査（公立大学協会）H27決
算のデータを基に文部科学省作成

運営費交付金

収益
34%

学生納付金収

益
11%

附属病院収益
34%

寄付金収益
2%

競争的資金
12%

財政貸付料収入
1%

その他
6%

合計

30,218億円

出典：各国立大学法人の平成27事業年度の財務
諸表を基に文部科学省作成

（経常収益） （大学部門の事業活動収入）

補助金
9%

学生生徒等納

付金
77%

手数料
3%

寄付金
2%

付随事

業収入
3%

教育活

動外収

入
1%特別収入

2%

雑収入
3%

合計

3兆3,540億円

出典：日本私立学校振興・共済事業団「今日の私学
財政（平成28年度版）」

※ 596大学（附属病院を除く）の事業活動収支計算書
を集計
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アメリカ ドイツ イギリス

国立
（州立）

私立

主要国の大学における収入状況

公財政
44%

学生納付金
21%

自己収

入
22%

寄付金
2%

その他
12%

公財政
13%

学生納付金
32%自己収

入
36%

寄付金
11%

その他
7%

公財政
36%

学生納

付金
44%

寄付金
1%

その他
18%

連邦教育省の統計（U.S.Department of Education, 
Digest of Education Statistics 2014）を元に作成。

Higher Education Statistics Agency Limited 
2015を元に作成。

※小数点以下を四捨五入しているため合計値が100％とは限らない。

公財政
51%

学生納

付金
1%

自己収

入
30%

寄付金
17%

その他
1%

公財政
15%

学生納付金
35%

自己収入
37%

寄付金
5%

その他
8%

Statistisches Bundesamt: Finanzen der 
Hochschule, 2013 (Fachserie 11 Reihe 4.5).（連邦
統計局：高等教育機関の財政 2013年度版）を元
に作成。
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■ 国の経済規模（ＧＤＰ）に対して、教育機関への公財政支出は、ＯＥＣＤ諸国の中で最低の水準であり、約半分の水準。

高等教育への公財政措置等に関する国際比較
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（出典）「OECD 図表でみる教育（2016）」

高等教育への公財政支出（教育機関への支出・対ＧＤＰ）

（2013年）

■ 日本は家計の負担割合が高い。

0%

20%

40%

60%

80%

100%

独 仏 OECD

平均
英 米 日

公財政

※ドイツについて
は家計負担割合
が不明。
※奨学金などの
私的（部門）補助
は、公費負担に
は含まれない。

教育費の公費・私費負担割合

（出典）OECD「図表でみる教育（2016）」より作成

（2013年） 家計

その他私費

■ 日本は授業料が高く、奨学金受給率が低い。
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（出典）OECD「図表でみる教育（2014）」より作成

授業料が高

く，支援も

それほど充

実していない

授業料が低く，支援はそれほど
充実していない

授業料が高いが

支援は手厚い

◆
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10,970

10,945

10,945

11,123

10,792

11,366

11,528

11,585

11,695

11,813

12,043

12,214

12,317

12,415

29年度

28年度

27年度

26年度

25年度

24年度

23年度

22年度

21年度

20年度

19年度

18年度

17年度

16年度

対前年度25億円増

国立大学法人運営費交付金等予算額の推移
▲98億円減
（▲0.8%）

▲103億円減
（▲0.8%）

▲171億円減
（▲1.4%）

▲230億円減
（▲1.9%）

▲118億円減
（▲1.0%）

▲110億円減
（▲0.9%）

（単位：億円）

▲58億円減
（▲0.5%）

▲162億円減
（▲1.4%）

▲574億円減
（▲5.1%）

331億円増
（3.1%）

▲177億円減
（▲1.6%）

※平成29年度予算額には、国立大学法人機能強化促進費（45億円）を含む。

▲1,470億円
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私立大学等における経常的経費と経常費補助金額の推移

※平成24～29年度は復興特別会計を除く。

区 分 S50年度 55年度 H5年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

経常的経費 4,892 8,818 21,359 28,849 29,426 29,786 29,691 30,052 30,449 30,516 30,977 31,580 31,773

経
常
費
補
助
金

総 額 1,007 2,605 2,656 3,313 3,281 3,249 3,218 3,222 3,209 3,188 3,175 3,184 3,153 3,153 3,153

(伸 率) (57.4) (10.6) (2.1) (0.6) (▲ 1.0) (▲ 1.0) (▲ 1.0) (0.1) (▲ 0.4) (▲ 0.7) (▲ 0.4) 0.3 (▲ 1.0) 0 0

伸 額 367 250 54 20 ▲ 32 ▲ 32 ▲ 31 4 ▲ 13 ▲ 22 ▲ 12 9 ▲ 31 0 0
う ち

特別補助 17 73 397 1,109 1,113 1,113 1,102 1,102 398 394 393 422 441 451 464

割合 (1.7) (2.8) (15.0) (33.5) (33.9) (34.3) (34.3) (34.2) (12.4) (12.4) (12.4) (13.3) (14.0) (14.3) (14.7)

補助割合 20.6 29.5 12.4 11.5 11.1 10.9 10.8 10.7 10.5 10.4 10.3 10.1 9.9

（単位：億円・％）
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